
18　治山事業（公共）
【７１，６８３（５９，７３６）百万円】

対策のポイント
集中豪雨、流木等被害に対する山地防災力を高めるため、荒廃山地の重点

的な復旧・予防対策、効果的な流木対策の強化により、事前防災・減災対策

を推進します。

＜背景／課題＞

・集中豪雨等による山地災害が頻発する中、国民の生命・財産を守り林業成長産業化の

礎となる安全・安心な国土、地域の構築のため、治山対策を推進する必要があります。

・局地的豪雨による山腹崩壊の発生や立木の大径化に伴い、被害が甚大化している流木

災害への対応を強化する必要があります。

政策目標
周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加

（5.5万集落（平成25年度）→5.8万集落（平成30年度））

＜主な内容＞

１．山地災害の発生のおそれが高い地域を対象に、航空レーザ計測による崩壊地等の詳

細把握と重点的・集中的な予防・復旧対策を実施します。

山地災害重点地域総合対策事業 １，８００（－）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

２．流木被害を防止・軽減するため、スリット式治山ダムの機能回復に必要な管理道を

整備するとともに、保安林内に堆積した流木の緊急除去を実施します。

加えて、林野庁内に設置した「流木災害等に対する治山対策検討チーム」において、

九州北部豪雨における流木被害の実態把握等を行い、今後の効果的な治山対策の在り

方を検討し、その結果を踏まえた対策を推進します。

復旧治山事業 ２６，７８２（２０，５９５）百万円

緊急予防治山事業 ２，７７０（ ２，５０５）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

３．激甚な災害から緊急的に復旧を図り再度災害を防止するため、災害関連緊急治山事

業等と一体的な計画に基づき、周辺被災箇所等における復旧・予防対策を実施します。

緊急総合治山事業 ９００（－）百万円

国費率：１／２等

事業実施主体：都道府県

４．豪雨により甚大な被害を受けた地域において、大規模な崩壊地の復旧に新規着手す

るなど、民有林直轄治山事業による集中的な復旧整備を実施します。

民有林直轄治山事業 １３，５８６（１１，０７２）百万円

国費率：２／３等

事業実施主体：国

［平成30年度予算概算要求の概要］



５．なだれ危険箇所の調査を行うとともに、なだれ防止林の造成やなだれ防止施設の長

寿命化対策により、なだれ防災対策を効果的・効率的に推進します。

防災林造成事業 ２，９４８（２，７４５）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

［お問い合わせ先：林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８）］
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治山対策の推進（平成30年度予算概算要求の概要）   

災害の多様化・激甚化 

○流木災害

○地震災害

平成30年度予算概算要求の重点施策 

○激甚な災害からの早期復旧

○効果的・効率的ななだれ対策

○豪雨災害

H28年 梅雨前線に伴う豪雨 

○保安林の保全管理の推進

・豪雨により被災した地域において、大規模な崩壊地の復旧に新規着
手するなど、民有林直轄治山事業による集中的な復旧整備を実施 

○事前防災・減災対策の推進

・高齢級林分における受光伐や海岸防災林の整備・保全を実施 
・なだれ危険箇所の調査を行うとともに、なだれ防止林の造成や 
なだれ防止施設の長寿命化対策を実施 

＜山地災害危険地区密集地における対策＞ 

○流木災害への対策強化

・保安林内に堆積した流木を緊急的に除去 

・山地災害危険地区密集地を対象に、航空レーザ計測による崩壊地等の詳細把握と重点的・集中的な予防・復旧対策を実施 

H2９年 九州北部豪雨 

・スリット式治山ダムの機能回復に必要な管理道の整備を実施 

老朽化したなだれ防止施設 

H2９年 九州北部豪雨 

航空レーザ計測により詳細な危険箇所を把握 

危険箇所の重点的・集中的な予
防・復旧対策 

H2９年 九州北部豪雨 

H2８年 熊本地震 

○なだれ災害

H2９年 栃木県 なだれ災害 

・再度災害防止のため、災害関連緊急治山事業等と一体的に復
旧・予防対策を実施 

尾根筋に発生し
た亀裂 

崩壊地上部
に発生した
亀裂 

治山ダム 

・近年、集中豪雨が頻
発し、激甚な山地災害
が発生 

・今後も、地球温暖化
による、山地災害発生
リスクの上昇が予測さ
れる 

・南海トラフ地震等に
よる広域にわたる津波
と地震動も予測される 

・平成28年熊本地震
では大規模な山腹崩壊
が発生 

・平成28年に相次い
で上陸した台風や、平
成29年九州北部豪雨
等において、流木災害
が発生 

・

・平成２９年において
も、３月に栃木県でな
だれ災害が発生 

・日本の国土面積の半分
以上が豪雪地帯に指定さ
れており、毎年のように
なだれによる被害が発生 

なだれ防止工の実施状況 

・度重なる豪雨や立木
の大径化に伴い流木に
よる被害が甚大となる
傾向 

概算要求額：717億円（597億円） 

管理道を利用して林外へ運搬 

・平成２９年には、栃
木県において、なだれ
災害が発生


